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令和６ 年度における 公営住宅法（ 昭和 26 年法律第 193 号） 、 住宅地区改良法（ 昭和 35 年

法律第 84 号） 等の規定によ る 住宅局所管事業についての国の補助金額の算定の基準と なる

国土交通大臣の定める 標準建設費その他の額（ 以下「 標準建設費等」 と いう 。 ） は、 次のと

おり と する 。  

   

第１  標準建設費等の種類と 構成 

本通達において定める 標準建設費等は、 次の表の住宅等の種類の欄各項に掲げる 住宅

又は事業種類に応じ 、それぞれ同表の標準建設費等の種類の欄各項に掲げる も のと し 、そ

の額は、当該標準建設費等の種類に応じ 、それぞれ同表の工事費等の額の欄各項に掲げる

額を第 13 の規定によ り 整理し た額と する 。  

 

住宅等の種類 標準建設費等の種類 工事費等 

公営住宅  公営住宅法第７ 条第

４ 項（ 第８ 条第２ 項にお

いて 準用する 場合を 含

む。 ） に規定する 標準建

設・ 買取費 

公営住宅の建設

等に要する 費用 

第２ 及び第４ によ り 算出し

た主体附帯工事費及び特定

工事費の合計額 

共同施設の建設

等に要する 費用 

第３ によ り 算出し た共同施

設工事費の額 

 公営住宅法第８ 条第

５ 項に規定する 標準建

設費 

公営住宅の建設

に要する 費用 

第２ 及び第４ によ り 算出し

た主体附帯工事費及び特定

工事費の合計額 

共同施設の建設

に要する 費用 

第３ によ り 算出し た共同施

設工事費の額 

 公営住宅法第８ 条第５ 項に規定する 標

準補修費 

第５ によ り 算出し た補修工

事費の額 

 公営住宅法第８ 条第５ 項に規定する 標

準宅地復旧費 

第６ によ り 算出し た宅地復

旧工事費の額 

別紙 



 公営住宅法第９ 条第６ 項（ 第10条第２

項において準用する 場合を含む。） に規定

する 標準住宅共用部分工事費 

第７ によ り 算出し た住宅共

用部分工事費の額 

 公営住宅法第９ 条第６ 項（ 第10条第２

項において準用する 場合を含む。） に規定

する 標準施設工事費 

第８ によ り 算出し た施設工

事費の額 

地域優良賃貸住宅  地域優良賃貸住宅整備事業等補助要領

（ 平成19年３ 月28日付け国住備第162号）

第４ 条第５ 項に規定する 標準工事費 

第２ 、 第３ 及び第４ によ り

算出し た主体附帯工事費、

共同施設工事費及び特定工

事費の合計額 

サービス 付き 高齢

者向け住宅 

 地域優良賃貸住宅整備事業等補助要領

第４ 条第５ 項に規定する 標準工事費 

第２ 、 第３ 及び第４ によ り

算出し た主体附帯工事費、

共同施設工事費及び特定工

事費の合計額 

住宅地区改良事業  住宅地区改良法第27条第３ 項に規定す

る 標準除却費 

第９ によ り 算出し た不良住

宅等除却費の額 

 住宅地区改良法第27条第３ 項に規定す

る 標準建設費 

第２ 、 第10及び第11によ り

算出し た主体附帯工事費、

土地整備費及び一時収容施

設等設置費の合計額 

  住宅地区改良事業等補助金交付要領（

昭和53年４ 月４ 日付け建設省住整発第14

号） 第４ 第５ 項( 3) 及び住宅地区改良事業

等対象要綱（ 平成17年８ 月１ 日付け国住

整第38-2号） 第４ 第５ 項( 3) に規定する 標

準住宅共用部分工事費 

第７ によ り 算出し た住宅共

用部分工事費の額 

  住宅地区改良事業等補助金交付要領第

４ 第５ 項( 4) 及び住宅地区改良事業等対

象要綱第４ 第５ 項( 4) に規定する 標準施

設工事費 

第８ によ り 算出し た施設工

事費の額 

小規模住宅地区等

改良事業 

 住宅地区改良事業等補助金交付要領第

４ 第１ 項( 1) 及び第４ 項( 1) 並びに住宅地

区改良事業等対象要綱第４ 第１ 項( 1)  及

び第４ 項( 1) に規定する 標準除却費 

第９ によ り 算出し た不良住

宅等除却費の額 

 住宅地区改良事業等補助金交付要領第

４ 第１ 項( 3) 及び( 4) 及び第２ 項( 1) 並び

に住宅地区改良事業等対象要綱第４ 第１

項( 3) 及び( 4) 及び第２ 項( 1) に規定する

標準建設費 

第２ 、 第10及び第11によ り

算出し た主体附帯工事費、

土地整備費及び一時収容施

設等設置費の額 

  住宅地区改良事業等補助金交付要領第

４ 第５ 項( 3) 及び住宅地区改良事業等対

象要綱第４ 第５ 項( 3) に規定する 標準住

宅共用部分工事費 

第７ によ り 算出し た住宅共

用部分工事費の額 



  住宅地区改良事業等補助金交付要領第

４ 第５ 項( 4) 及び住宅地区改良事業等対

象要綱第４ 第５ 項( 4) に規定する 標準施

設工事費 

第８ によ り 算出し た施設工

事費の額 

改良住宅等改善事

業のう ちの建替事

業及び既設改善関

連建設事業 

 改良住宅等改善事業制度要綱（ 平成11

年３ 月19日付け建設省住整発第25号） 第

16第８ 項に規定する 国土交通大臣の定め

る 額 

第２ 、第９ 、第10及び第11に

よ り 算出し た主体附帯工事

費、不良住宅等除却費、土地

整備費及び一時収容施設等

設置費の合計額 

 住宅地区改良事業等補助金交付要領第

４ 第５ 項( 3) 及び住宅地区改良事業等対

象要綱第４ 第５ 項( 3) に規定する 標準住

宅共用部分工事費 

第７ によ り 算出し た住宅共

用部分工事費の額 

 住宅地区改良事業等補助金交付要領第

４ 第５ 項( 4) 及び住宅地区改良事業等対

象要綱第４ 第５ 項( 4) に規定する 標準施

設工事費 

第８ によ り 算出し た施設工

事費の額 

住宅市街地総合整

備事業のう ち居住

環境形成施設整備

事業（ 密集住宅市

街地整備型重点整

備地区に係る も の

に限る 。 ）  

 住宅市街地総合整備事業補助金交付要

綱（ 平成16年４ 月１ 日付け国住市第352号

） 第４ 第３ 号及び社会資本整備総合交付

金交付要綱（ 平成22年３ 月26日付け国官

会第2317号） 附属第Ⅲ編第１ 章イ －16－

( 8) １ 第３ 号に規定する 国土交通大臣の

定める 額 

第２ 、第９ 、第10及び第11に

よ り 算出し た主体附帯工事

費、不良住宅等除却費、土地

整備費及び一時収容施設等

設置費の合計額 

住宅市街地総合整

備事業のう ちの都

市再生住宅整備事

業 

 住宅市街地総合整備

事業補助金交付要綱（ 平

成16年４ 月１ 日付け国

住市第352号） 第４ 第８

号及び社会資本整備総

合交付金交付要綱（ 平成

22年３ 月26日付け国官

会第2317号） 附属第Ⅲ編

第１ 章イ －16－( 8) １ 第

８ 号に規定する 国土交

通大臣の定める 額 

従前居住者用住

宅の建設に要す

る 費用 

第２ によ り 算出し た主体附

帯工事費の額 

従前営業者用の

店舗等施設の建

設に要する 費用 

第12によ り 算出し た賃貸施

設工事費の額 

 

第２   主体附帯工事費 

１  主体附帯工事費 

( 1)  主体附帯工事費（ サービス 付き 高齢者向け住宅に係る も のを除く 。 ） は、 住宅の戸

数に、 別表第１ の（ その１ ） 及び（ その２ ） に掲げる １ 戸当たり 主体附帯工事費を乗

じ て得た額の合計額と する 。  

( 2)  サービス 付き 高齢者向け住宅の主体附帯工事費は、 住宅の戸数に次の式によ り 算

定し た１ 戸当たり 主体附帯工事費を乗じ て得た額の合計額と する 。  



（ １ 戸当たり 主体附帯工事費）  

＝（ 別表第１ （ その３ ） に掲げる 主体附帯工事基本額）  

＋（ 別表第１ （ その３ ） に掲げる 主体附帯工事費面積係数） ×（ １ 戸当たり 平均

面積）  

ただし 、 １ 戸当たり 平均床面積が別表第１ （ その１ ） に定める １ 戸当たり 標準床面

積（ 以下「 公営住宅等の１ 戸当たり 標準床面積」 と いう 。） を超える 場合においては、

当該標準床面積を１ 戸当たり 平均床面積と する 。ま た、緊急通報シス テムの整備に要

する 費用及び高齢者又は障害者のために行う 特別の設計又は特別の設備の設置に要

する 費用については、 別表第１ （ その３ ） に掲げる 主体附帯工事基本額にそれぞれ１

戸当たり 2, 005, 000 円以内又は、3, 946, 000 円以内で国土交通大臣が決定し た額を加

算する こ と ができ る 。  

 

２  主体附帯工事費の特例 

( 1)  １ 戸当たり 平均床面積が１ 戸当たり 標準床面積未満の場合（ サービス 付き 高齢者

向け住宅を除く  。 ）  

住宅の構造別ごと の１ 戸当たり 平均床面積が別表第１ に掲げる １ 戸当たり 標準床

面積未満の場合（ 量産住宅で、１ 戸当たり 平均床面積と １ 戸当たり 標準床面積と の差

が１ 戸当たり 標準床面積の１ パーセント 以内の場合を除く 。 ） の主体附帯工事費は、

同表に掲げる １ 戸当たり 主体附帯工事費に、 その１ 戸当たり 平均床面積に 44 ㎡を加

えたも のを１ 戸当たり 標準床面積に 44 ㎡を加えたも ので除し た数値を乗じ て得た額

を１ 戸当たり 主体附帯工事費と する 。ただし 、当該事業主体又は施行者が建設又は買

取り をする 他の構造の住宅で、 １ 戸当たり 平均床面積が１ 戸当たり 標準床面積を超

える も のがある 場合においては、国土交通大臣が特に必要と 認める と き は、次の算式

によ り 算出する こ と ができ る も のと する 。  

ii

i

i AC
B

B
D     

'

 

ただし 、    ii ACD のと き は   ii AC と する 。  

Ｄ  ： 標準主体附帯工事費 

Ｂ i  ： 別表第１ に掲げる １ 戸当たり 標準床面積に４ ４ ㎡を加えたも の 

Ｂ i '： 構造別ごと の１ 戸当たり 平均床面積に４ ４ ㎡を加えたも の 

Ｃ i  ： 別表第１ に掲げる １ 戸当たり 主体附帯工事費 

Ａ i  ： 構造別ごと の住宅の戸数 

（ i  は、 構造別を示す添字である 。 ）  

( 2)  サービス 付き 高齢者向け住宅において１ 戸当たり 平均床面積が公営住宅等の１ 戸

当たり 標準床面積を超える も のがある 場合 



当該事業主体の建設する 他の構造のサービス 付き 高齢者向け住宅で、 １ 戸当たり

平均床面積が公営住宅等の１ 戸当たり 標準床面積を 超える も のがある 場合におい

て、 国土交通大臣が特に必要と 認める と き は、 主体附帯工事費は、 次の算式によ り 算

出する こ と ができ る も のと する 。  

  iiii ASPBD       

ただし 、    ii ACD のと き は   ii AC と する 。  

Ｄ  ： 主体附帯工事費 

Ｂ i  ： 構造別ごと の主体附帯工事基本額 

Ｐ i  ： 構造別ごと の主体附帯工事費面積係数 

Ｓ i  ： 構造別ごと の１ 戸当たり 平均床面積 

Ａ i  ： 構造別ごと のサービス 付き 高齢者向け住宅の戸数 

Ｃ i  ： 構造ごと の公営住宅の１ 戸当たり 標準床面積 

（ i  は、 構造別を示す添字である 。 ）  

( 3)  団地等が２ 以上の地区にま たがる 場合 

団地が別表第１ に掲げる ２ 以上の地区にま たがり 、かつ、相当の面積が１ 戸当たり

主体附帯工事費の高い地区に属する 場合においては、 その団地の全域が１ 戸当たり

主体附帯工事費の高い地区に属する も のと みなす。こ の場合において、住宅市街地総

合整備事業については、 「 団地」 と ある のは「 重点整備地区」 と する 。  

( 4)  主体附帯工事費を増額する 場合 

別表第２ の「 対象要件」 欄に掲げる 場合に該当する 場合（ 同表の「 適用し ない住宅」

欄に掲げる 住宅に係る 場合を除く 。） において、国土交通大臣が必要と 認める と き は、

主体附帯工事費は、１ 及び２ ( 1) から ( 3) ま での規定によ り 算出し た額に同表の「 対象

工事費」 欄に掲げる 工事費と し て同表の「 加算額」 欄に定める 額以内で国土交通大臣

の決定し た額を加算し た額と する 。  

( 5)  北海道において燃料庫を設ける 場合（ 従前居住者用賃貸住宅を除く 。 ）  

北海道において各戸に燃料庫を設ける 場合においては、 別表第１ に掲げる 構造別

及び地区別ごと の１ 戸当たり 主体附帯工事費（ サービス 付き 高齢者向け住宅にあっ

ては、 １ の( 2) 式によ り 計算し た１ 戸当たり 主体附帯工事費） に 415, 000 円（ 燃料庫

の床面積が 3. 3 ㎡未満のと き は、415, 000 円に当該燃料庫の床面積を 3. 3 ㎡で除し た

数値を乗じ て得た額） を加えた額を１ 戸当たり 主体附帯工事費と し て、１ の規定を適

用する も のと する 。  

こ の場合において、 燃料庫の床面積を控除し た別表第１ に掲げる 構造別ごと の１

戸当たり 平均床面積が同表に掲げる 構造別及び地区別ごと の１ 戸当たり 標準床面積

未満のと き は燃料庫の床面積から 当該１ 戸当たり 平均床面積と １ 戸当たり 標準床面

積と の差を控除する も のと する 。  



 

第３  共同施設工事費 

共同施設工事費は、 国土交通大臣が決定し た額と する 。  

 

第４  特定工事費 

特定工事費は、 国土交通大臣が決定し た額と する 。  

 

第５  補修工事費 

補修工事費は、 地方整備局長又は北海道開発局長が決定し た額と する 。  

 

第６  宅地復旧工事費 

宅地復旧工事費は、 地方整備局長又は北海道開発局長が決定し た額と する 。  

 

第７  住宅共用部分工事費 

住宅共用部分工事費は、第２ の規定によ り 算出さ れる 主体附帯工事費に、低層住宅（ 地

上階数２ 以下の住宅をいう 。 ） 、 中層住宅（ 地上階数３ 以上５ 以下の住宅をいう 。 ） 及び

高層住宅（ 地上階数６ 以上の住宅をいう 。） の区分に応じ てそれぞれ次の表に定める 数値

を乗じ て得た額と する 。  

区分 主体附帯工事費に乗じ る 数値 

低層住宅 100分の20 

中層住宅 100分の30（ ただし 、 階段室型住棟のも のにあっては100分の25）  

高層住宅 100分の30 

 

第８  施設工事費 

施設工事費は、 国土交通大臣が決定し た額と する 。  

 

第９   不良住宅等除却費 

不良住宅等除却費は、次に掲げる と こ ろによ り 算出し た買収費（ 発生材の価格を控除し

たも のをいう 。 以下同じ 。 ） 、 除却工事費及び通常損失補償費の合計額と する 。 こ の場合

において、 住宅市街地総合整備事業については、 ( 1) 、 ( 2) 及び( 3) 中「 不良住宅」 と ある

のは、 「 老朽住宅」 と する 。  

( 1)  買収費 

買収費は、 除却する 不良住宅（ 当該住宅に附属する 物置及び作業場を含む。 以下同

じ 。 ） 、 空き 家住宅又は空き 建築物の買収に要する 費用の１ ㎡当たり の額（ その額が

173, 000 円を超える 場合にあっては、 173, 000 円） に買収する 不良住宅、 空き 家住宅又

は空き 建築物の延べ面積を乗じ て得た額と する 。  

( 2)  除却工事費 



除却工事費は、不良住宅、空き 家住宅若し く は空き 建築物又は改良住宅等改善事業に

おける 従前の改良住宅等の除却工事に要する 費用の１ ㎡当たり の額（ その額が、木造住

宅又は木造建築物の除却工事で 32, 000 円を超える 場合にあっては 32, 000 円、 非木造

住宅又は非木造建築物の除却工事で 46, 000 円を超える 場合にあっては 46, 000 円） に

除却する 不良住宅、 空き 家住宅若し く は空き 建築物又は改良住宅等改善事業における

従前の改良住宅等の延べ面積を乗じ て得た額と する 。  

( 3)  通常損失補償費 

通常損失補償費は、不良住宅、空き 家住宅又は空き 建築物の買収又は除却によ り 通常

生ずる 損失の補償に要する 額と する 。  

   

第 10 土地整備費 

土地整備費は、 次に掲げる と こ ろによ り 算出し た建設用地取得造成費及びその他の土

地整備費の合計額と する 。  

( 1)  建設用地取得造成費 

イ  用地取得費 

用地取得費は、 住宅建設用地の取得に要する 費用に別表第３ に掲げる 開発充当率

を乗じ て得た額（ その額が次の表に定める 限度額に当該用地に建設さ れる 改良住宅

戸数を乗じ て得た額を超える 場合にあっては、 当該額） と する 。  

   

１ 戸当たり 建設用地取得費限度額表                  （ 単位： 千円） 

地域区分 大都市－特特 大都市－特 大都市－Ⅰ 大都市－Ⅱ その他 

限度額 46, 246 36, 310 30, 080 24, 920 19, 340 

注１ ） 地域区分の大都市－Ⅰ及び大都市－Ⅱは、それぞれ別表第４ のその１ 及びその２ に

掲げる 市町の区域と し 、その他は、大都市－Ⅰ及び大都市－Ⅱの区域以外の区域と す

る 。  

注２ ） Ｄ Ｉ Ｄ の区域内の用地については、その他の区域内の用地にあっては大都市－Ⅱの

限度額を、大都市－Ⅱの区域内の用地にあっては大都市－Ⅰの限度額を、大都市－Ⅰ

の区域内の用地にあっては大都市－特の限度額を適用する 。  

注３ ） 首都圏整備法（ 昭和 31 年法律第 83 号） 第２ 条第３ 項に規定する 既成市街地若し く

は近畿圏整備法（ 昭和 38 年法律第 129 号） 第２ 条第３ 項に規定する 既成都市区域又

は名古屋市の旧市街地の区域内においては、 大都市－特の限度額を適用する 。  

注４ ） 注３ に掲げる 区域内で、 かつ、 Ｄ Ｉ Ｄ 区域内である 区域内においては、 注２ 及び注

３ にかかわら ず大都市－特特の限度額を適用する 。  

 

ロ  用地造成費 

用地造成費は、住宅建設用地の造成に要する 費用（ その額が 3, 387, 000 円に当該用

地に建設さ れる 住宅の戸数を乗じ て得た額を超える 場合にあっては、 当該額） と す



る 。  

ハ 通常損失補償費 

通常損失補償費は、 改良住宅建設用地の取得造成によ り 通常生ずる 損失の補償に

要する 額と する 。  

( 2)  その他の土地整備費 

その他の土地整備費は、 別表第５ の費用の種類の項各欄に掲げる 区分に応じ てそれ

ぞれ同表の限度額の項各欄に定める 額を限度と し て算出し た額の合計額と する 。  

   

第 11  一時収容施設等設置費 

一時収容施設等設置費は、 次に掲げる と こ ろによ り 算出し た建設工事費、 移設工事費、

補修工事費及びその他の経費の合計額と する 。ただし 、入居予定者の人数及び使用年数等

を勘案し て国土交通大臣が特に必要と 認めたと き は、 こ れら の額に 1. 5 を乗じ て得た額

に増額する こ と ができ る 。 こ の場合において、 住宅市街地総合整備事業については、 ( 1)

から ( 4) ま での規定中「 一時収容施設」 と ある のは「 仮設住宅等」 と する 。  

( 1)  建設工事費 

建設工事費は、建設する 一時収容施設の戸数に、次の表に掲げる 使用年数の区分に応

じ てそれぞれ同表に定める 補助基本額を乗じ て得た額と する 。  

（ 単位： 千円／戸）  

使用年数 １   年 ２   年 ３   年 ４   年 ５  年 

補助基本額 2, 730 2, 990 3, 150 3, 420 3, 590 

 

( 2)  移設工事費 

移設工事費は、移設する 一時収容施設の戸数に１ 戸当たり 移設工事費（ 当該移設工事

費が 1, 490, 000 円を超える 場合にあっては、 1, 490, 000 円） を乗じ て得た額と する 。  

( 3)  補修工事費 

補修工事費は、補修する 一時収容施設の戸数に１ 戸当たり 補修工事費（ 当該補修工事

費が 690, 000 円を超える 場合にあっては、 690, 000 円） を乗じ て得た額と する 。  

( 4)  その他の経費 

その他の経費は、 次に掲げる 費用の合計額と する 。  

イ   一時収容施設設置用地の借地に要する 費用 

ロ   一時収容施設の建設､移設及び補修に代えて民間借家等を賃借する 費用（ 当該費用

が 2, 400, 000 円を超える 場合にあっては、 2, 400, 000 円）  

ハ  仮設店舗、 仮設作業場等を建設する こ と が必要な場合における 当該仮設店舗、 仮

設作業場等の建設、移転及び補修に要する 費用（ 当該費用がそれぞれ一時収容施設の

建設工事費移設工事費又は補修工事費を超える 場合にあっては、 当該超える こ と と

なる 額を除く 。 ）  



ニ  一時収容施設の建設等に附帯し て必要と なる 補償費及びその他特別の事情によ り

必要と なる 費用 

   

第 12 賃貸施設工事費 

１  賃貸施設工事費は、 次の算式によ り 算出し た額と する 。  

ただし 、一の営業者に係る 補助対象と なる 施設面積（ 専用面積と 共用部分面積の持分

の合計と する 。 以下同じ 。 ） は、 従前の施設面積以内で、 かつ、 その構造に該当する 別

表第１ （ その１ ） に掲げる １ 戸当たり 標準床面積の２ 分の１ 以内と する 。  

i

i

i Z
Y

Y
X    

'

 

Ｘ  ： 賃貸施設工事費 

Ｙ i  ： 別表第１ （ その１ ） に掲げる 住宅の構造別の１ 戸当たり 標準床面積 

Ｙ i '： 当該施設の補助対象床面積 

Ｚ i  ： 別表第１ （ その１ ） に掲げる 住宅の構造別の１ 戸当たり 主体附帯工事費 

（ i  は、 構造別を示す添字である 。 ）  

  ２  賃貸施設工事費の特例 

別表第２ の対象工事費欄の( 1) 特殊基礎工事費、 ( 9) 店舗等併設工事費又は( 15) その

他特別工事費に係る 同表の対象要件欄に掲げる 場合に該当する 場合において、 国土交

通大臣が特に必要と 認める と き は、 賃貸施設工事費は、 前項の規定によ り 算出し た額

に、 ( 1) については１ 施設当たり 2, 281, 000 円以下、 （ 9) については１ 施設当たり

1, 089, 000 円以下、( 15) については１ 施設当たり 1, 973, 000 円以下で国土交通大臣の決

定し た額を加算し た額と する 。  

 

第 13 金額の整理 

第２ から 第 12 ま での規定によ り 算出し た額は、 国の補助率が２ 分の１ の場合にあって

は２ で、 ３ 分の１ 又は３ 分の２ の場合にあっては３ で、 ５ 分の２ の場合にあっては５ で、

４ 分の３ の場合にあっては４ で、 それぞれ割り 切れる 1, 000 円単位の額と なる よ う に端

数を切り 捨てる も のと する 。  



別表第１  １ 戸当たり 主体附帯工事費 

○その１  公営住宅等の主体附帯工事費 

注１ ） こ の表は、 公営住宅、 改良住宅、 小規模改良住宅、 更新住宅、 都市再生住宅に適用

する 。  

注２ ） 地区の区分は、 その４ によ る 。  

注３ ） 地域の区分は、建築物エネルギー消費性能基準等を定める 省令( 平成 28 年経済産業

省・ 国土交通省令第１ 号) 第１ 条第１ 項第２ 号イ ( 1) の地域の区分と する 。  

 

構造 地区 

１ 戸当た
り 標準床

面積 
（ ㎡／
戸）  

1 戸当たり 主体附帯工事費 

（ 千円/戸）  

地域
1, 2 

地域 3 地域 4 
地域
5, 6, 7 

地域 8 

木造及び準耐火

構造 

（ 平屋建）  

特別 

74. 7 

- - 21, 920 20, 140 19, 440 

離島 21, 970 21, 700 21, 630 19, 870 19, 180 

豪雪 21, 780 21, 510 21, 440 19, 700 - 

都市 - - 21, 760 19, 990 - 

一般 21, 120 20, 860 20, 800 19, 110 - 

木造及び準耐火

構造 

（ ２ 階建）  

特別 

79. 3 

- - 20, 090 19, 280 17, 840 

離島 21, 950 21, 440 20, 090 19, 280 18, 020 

豪雪 19, 140 18, 930 18, 890 17, 970 - 

都市 - - 19, 170 18, 230 - 

一般 18, 560 18, 360 18, 330 17, 430 - 

耐火構造 

（ 平家建）  

特別 

74. 7 

- - 26, 830 26, 410 25, 870 

離島 27, 840 27, 570 27, 550 27, 120 26, 570 

豪雪 25, 460 25, 460 25, 460 25, 460 - 

都市 - - 24, 490 24, 110 - 

一般 22, 100 21, 880 21, 870 21, 530 - 

耐火構造 

（ ２ 階建）  

特別 

79. 3 

- - 22, 690 22, 250 21, 910 

離島 23, 850 23, 310 23, 300 22, 850 22, 500 

豪雪 21, 450 21, 310 21, 300 20, 890 - 

都市 - - 20, 710 20, 310 - 

一般 18, 620 18, 500 18, 490 18, 130 - 

準耐火構造 

（ ３ 階建～）  

特別 

94. 0 

- - 24, 760 24, 230 23, 920 

離島 25, 560 25, 440 25, 430 24, 890 24, 570 

豪雪 23, 360 23, 250 23, 250 22, 750 - 

都市 - - 22, 600 22, 120 - 



一般 20, 280 20, 190 20, 180 19, 750 - 

中層耐火構造 

（ ３ ～５ 階建）  

特別 

94. 0 

- - 25, 340 24, 810 24, 490 

離島 26, 160 26, 030 26, 030 25, 470 25, 150 

豪雪 23, 910 23, 800 23, 790 23, 290 - 

都市 - - 23, 130 22, 640 - 

一般 20, 760 20, 660 20, 660 20, 220 - 

高層耐火構造 

（ ６ ～10 階

建）  

特別 

101. 1 

- - 26, 270 25, 760 25, 570 

離島 27, 020 26, 970 26, 970 26, 460 26, 260 

豪雪 24, 700 24, 660 24, 660 24, 190 - 

都市 - - 23, 980 23, 520 - 

一般 21, 450 21, 410 21, 410 21, 000 - 

高層耐火構造 

（ 11～14 階

建）  

特別 

101. 1 

- - 26, 810 26, 300 26, 130 

離島 27, 560 27, 530 27, 530 27, 010 26, 840 

豪雪 25, 200 25, 170 25, 170 24, 690 - 

都市 - - 24, 470 24, 010 - 

一般 21, 880 21, 850 21, 850 21, 440 - 

高層耐火構造 

（ 15～19 階

建）  

特別 

101. 1 

- - 28, 140 27, 640 27, 480 

離島 28, 930 28, 900 28, 900 28, 380 28, 220 

豪雪 26, 450 26, 430 26, 420 25, 950 - 

都市 - - 25, 690 25, 230 - 

一般 22, 960 22, 940 22, 940 22, 530 - 

超高層耐火構造 

（ 20 階建～）  

特別 

105. 6 

- - 37, 830 37, 120 31, 260 

離島 39, 970 39, 110 37, 830 37, 120 32, 100 

豪雪 33, 130 32, 390 31, 320 30, 710 - 

都市 - - 29, 160 28, 680 - 

一般 26, 050 26, 090 26, 040 25, 600 - 

１  北海道において燃料庫を設ける 場合の一戸当たり 標準床面積は、 こ の表の 1 戸当た

り 標準床面積に 1. 6 ㎡を加えて得た数字と する 。  

２  日本住宅性能表示基準別表１ の３ －１ 劣化対策等級２ （ 木造住宅の場合は等級１ ）

を適用する も のに係る 1 戸当たり 主体附帯工事費は、 こ の表の 1 戸当たり 主体附帯工

事費に（ その５ ） に掲げる 係数を乗じ て得た額と する 。  

３  日本住宅性能表示基準別表１ の５ －１ 断熱等性能等級４ を適用する も のに係る 1 戸

当たり 主体附帯工事費は、 こ の表の 1 戸当たり 主体附帯工事費に（ その６ ） に掲げる

係数を乗じ て得た額と する 。  

 

  



○その２  地域優良賃貸住宅に係る 主体附帯工事費 

注１ ） こ の表は、 地域優良賃貸住宅に適用する 。  

注２ ） 地区の区分は、 その４ によ る 。  

注３ ） 地域の区分は、建築物エネルギー消費性能基準等を定める 省令( 平成 28 年経済産業

省・ 国土交通省令第１ 号) 第１ 条第１ 項第２ 号イ ( 1) の地域の区分と する 。  

 

構造 地区 

１ 戸当た
り 標準床

面積 
（ ㎡／
戸）  

1 戸当たり 主体附帯工事費 

（ 千円/戸）  

地域
1, 2 

地域 3 地域 4 
地域
5, 6, 7 

地域 8 

木造及び準耐火

構造 

（ 平屋建）  

特別 

81. 3 

- - 23, 850 21, 900 21, 150 

離島 23, 880 23, 610 23, 520 21, 600 20, 850 

豪雪 23, 670 23, 400 23, 310 21, 420 - 

都市 - - 23, 670 21, 750 - 

一般 22, 980 22, 680 22, 620 20, 790 - 

木造及び準耐火

構造 

（ ２ 階建）  

特別 

85. 9 

- - 21, 750 20, 880 19, 320 

離島 23, 760 23, 220 21, 750 20, 880 19, 500 

豪雪 20, 700 20, 490 20, 460 19, 440 - 

都市 - - 20, 760 19, 740 - 

一般 20, 100 19, 860 19, 830 18, 870 - 

耐火構造 

（ 平家建）  

特別 

81. 3 

- - 29, 190 28, 740 28, 140 

離島 30, 300 30, 000 29, 970 29, 490 28, 890 

豪雪 27, 690 27, 690 27, 690 27, 690 - 

都市 - - 26, 640 26, 220 - 

一般 24, 030 23, 790 23, 790 23, 400 - 

耐火構造 

（ ２ 階建）  

特別 

85. 9 

- - 24, 570 24, 090 23, 730 

離島 25, 830 25, 230 25, 230 24, 720 24, 360 

豪雪 23, 220 23, 070 23, 070 22, 620 - 

都市 - - 22, 410 21, 990 - 

一般 20, 160 20, 010 20, 010 19, 620 - 

準耐火構造 

（ ３ 階建～）  

特別 

100. 6 

- - 26, 490 25, 920 25, 590 

離島 27, 330 27, 210 27, 210 26, 610 26, 280 

豪雪 24, 990 24, 870 24, 870 24, 330 - 

都市 - - 24, 180 23, 670 - 

一般 21, 690 21, 600 21, 570 21, 120 - 

中層耐火構造 特別 100. 6 - - 27, 120 26, 520 26, 190 



（ ３ ～５ 階建）  離島 27, 990 27, 840 27, 840 27, 240 26, 910 

豪雪 25, 590 25, 470 25, 440 24, 900 - 

都市 - - 24, 750 24, 210 - 

一般 22, 200 22, 110 22, 080 21, 630 - 

高層耐火構造 

（ ６ ～10 階

建）  

特別 

107. 7 

- - 27, 960 27, 420 27, 210 

離島 28, 770 28, 710 28, 710 28, 170 27, 960 

豪雪 26, 310 26, 250 26, 250 25, 740 - 

都市 - - 25, 530 25, 050 - 

一般 22, 830 22, 800 22, 800 22, 350 - 

高層耐火構造 

（ 11～14 階

建）  

特別 

107. 7 

- - 28, 530 27, 990 27, 810 

離島 29, 340 29, 310 29, 310 28, 770 28, 560 

豪雪 26, 820 26, 790 26, 790 26, 280 - 

都市 - - 26, 040 25, 560 - 

一般 23, 280 23, 250 23, 250 22, 830 - 

高層耐火構造 

（ 15～19 階

建）  

特別 

107. 7 

- - 29, 970 29, 430 29, 250 

離島 30, 810 30, 780 30, 780 30, 210 30, 060 

豪雪 28, 170 28, 140 28, 140 27, 630 - 

都市 - - 27, 360 26, 850 - 

一般 24, 450 24, 420 24, 420 23, 970 - 

超高層耐火構造 

（ 20 階建～）  

特別 

112. 2 

- - 40, 170 39, 420 33, 210 

離島 42, 450 41, 550 40, 170 39, 420 34, 110 

豪雪 35, 190 34, 410 33, 270 32, 610 - 

都市 - - 30, 960 30, 450 - 

一般 27, 660 27, 720 27, 660 27, 180 - 

１  北海道において燃料庫を設ける 場合の一戸当たり 標準床面積は、 こ の表の 1 戸当た

り 標準床面積に 1. 6 ㎡を加えて得た数字と する 。  

２  日本住宅性能表示基準別表１ の３ －１ 劣化対策等級２ （ 木造住宅の場合は等級１ ）

を適用する も のに係る 1 戸当たり 主体附帯工事費は、 こ の表の 1 戸当たり 主体附帯工

事費に（ その５ ） に掲げる 係数を乗じ て得た額と する 。  

３  日本住宅性能表示基準別表１ の５ －１ 断熱等性能等級４ を適用する も のに係る 1 戸

当たり 主体附帯工事費は、 こ の表の 1 戸当たり 主体附帯工事費に（ その６ ） に掲げる

係数を乗じ て得た額と する 。  

 

  



○その３  サービス 付き 高齢者向け住宅に係る 主体附帯工事費 

注１ ） こ の表は、 サービス 付き 高齢者向け住宅に適用する 。  

注２ ） 地区の区分は、 その４ によ る 。  

注３ ） 地域の区分は、建築物エネルギー消費性能基準等を定める 省令( 平成 28 年経済産業

省・ 国土交通省令第１ 号) 第１ 条第１ 項第２ 号イ ( 1) の地域の区分と する 。  

 

構造 地区 

主体附帯工事費基本額 
( 千円／戸)  

主体附帯工事費 
面積係数( 千円／㎡)  

地域
1, 2 

地域
3 

地域
4 

地域
5, 6, 7 

地域
8 

地
域
1, 2 

地
域
3 

地
域
4 

地
域
5, 6
, 7 

地
域
8 

木造及び

準耐火構

造 

（ 平屋

建）  

特別 - - 7, 777 7, 144 6, 896 - - 177 162 157 

離島 7, 792 7, 697 7, 674 7, 050 6, 804 177 175 174 160 155 

豪雪 7, 725 7, 630 7, 607 6, 988 - 176 173 173 159 - 

都市 - - 7, 718 7, 090 - - - 175 161 - 

一般 7, 493 7, 401 7, 379 6, 779 - 170 168 168 154 - 

木造及び

準耐火構

造 

（ ２ 階

建）  

特別 - - 6, 860 6, 584 6, 093 - - 156 150 138 

離島 7, 497 7, 321 6, 860 6, 584 6, 153 170 166 156 150 140 

豪雪 6, 535 6, 464 6, 452 6, 136 - 149 147 147 139 - 

都市 - - 6, 546 6, 225 - - - 149 141 - 

一般 6, 339 6, 270 6, 258 5, 952 - 144 142 142 135 - 

耐火構造 

（ 平家

建）  

特別 - - 9, 856 9, 703 9, 505 - - 224 221 216 

離島 10, 229 10, 127 10, 121 9, 963 9, 761 232 230 230 226 222 

豪雪 9, 352 9, 352 9, 352 9, 352 - 213 213 213 213 - 

都市 - - 8, 996 8, 856 - - - 204 201 - 

一般 8, 118 8, 037 8, 032 7, 908 - 185 183 183 180 - 

耐火構造 

（ ２ 階

建）  

特別 - - 8, 024 7, 867 7, 748 - - 182 179 176 

離島 8, 436 8, 243 8, 240 8, 079 7, 956 192 187 187 184 181 

豪雪 7, 585 7, 536 7, 533 7, 386 - 172 171 171 168 - 

都市 - - 7, 324 7, 181 - - - 166 163 - 

一般 6, 584 6, 542 6, 539 6, 412 - 150 149 149 146 - 

準耐火構

造 

（ ３ 階建

～）  

特別 - - 7, 824 7, 658 7, 559 - - 178 174 172 

離島 8, 075 8, 037 8, 034 7, 863 7, 762 184 183 183 179 176 

豪雪 7, 382 7, 348 7, 346 7, 189 - 168 167 167 163 - 

都市 - - 7, 142 6, 990 - - - 162 159 - 

一般 6, 408 6, 378 6, 376 6, 241 - 146 145 145 142 - 

中層耐火 特別 - - 8, 008 7, 838 7, 737 - - 182 178 176 



構造 

（ ３ ～５

階建）  

離島 8, 265 8, 226 8, 223 8, 049 7, 945 188 187 187 183 181 

豪雪 7, 556 7, 521 7, 519 7, 359 - 172 171 171 167 - 

都市 - - 7, 310 7, 155 - - - 166 163 - 

一般 6, 559 6, 529 6, 527 6, 388 - 149 148 148 145 - 

高層耐火

構造 

（ ６ ～10

階建）  

特別 - - 7, 869 7, 718 7, 660 - - 179 175 174 

離島 8, 095 8, 081 8, 081 7, 926 7, 866 184 184 184 180 179 

豪雪 7, 401 7, 389 7, 388 7, 247 - 168 168 168 165 - 

都市 - - 7, 183 7, 045 - - - 163 160 - 

一般 6, 425 6, 414 6, 414 6, 291 - 146 146 146 143 - 

高層耐火

構造 

（ 11～14

階建）  

特別 - - 8, 031 7, 880 7, 830 - - 183 179 178 

離島 8, 258 8, 249 8, 247 8, 092 8, 040 188 187 187 184 183 

豪雪 7, 550 7, 541 7, 541 7, 398 - 172 171 171 168 - 

都市 - - 7, 331 7, 193 - - - 167 163 - 

一般 6, 554 6, 547 6, 546 6, 422 - 149 149 149 146 - 

高層耐火

構造 

（ 15～19

階建）  

特別 - - 8, 432 8, 281 8, 234 - - 192 188 187 

離島 8, 667 8, 660 8, 659 8, 504 8, 455 197 197 197 193 192 

豪雪 7, 924 7, 917 7, 917 7, 775 - 180 180 180 177 - 

都市 - - 7, 697 7, 559 - - - 175 172 - 

一般 6, 879 6, 873 6, 872 6, 749 - 156 156 156 153 - 

超高層耐

火構造 

（ 20 階建

～）  

特別 - - 10, 993 10, 786 9, 085 - - 250 245 206 

離島 11, 615 11, 365 10, 993 10, 786 9, 329 264 258 250 245 212 

豪雪 9, 628 9, 413 9, 100 8, 924 - 219 214 207 203 - 

都市 - - 8, 473 8, 333 - - - 193 189 - 

一般 7, 571 7, 582 7, 566 7, 441 - 172 172 172 169 - 

 

  



○その４  主体附帯工事費の地区の区分 

  地  区  名 地         域 

特 別 地 区 

首都圏整備法（ 昭和31年法律第83号） 第２ 条第３ 項に規定する 既成

市街地及び同条第４ 項に規定する 近郊整備地帯、 近畿圏整備法（ 昭

和38年法律第 129号） 第２ 条第３ 項に規定する 既成都市区域及び同

条第４ 項に規定する 近郊整備区域、 沖縄県 

離 島 地 区 

離島振興法（ 昭和28年法律第72号） 第２ 条第１ 項に規定する 離島振

興対策実施地域、 鹿児島県（ 奄美市及び大島郡に限る 。 ） 、 東京都

（ 小笠原村に限る 。 ）  

豪 雪 地 区 
豪雪地帯対策特別措置法（ 昭和37年法律第73号） 第２ 条第１ 項に規

定する 豪雪地帯 

都 市 地 区 

東京・ 大阪・ 埼玉・ 千葉・ 神奈川・ 静岡・ 愛知の１ 都１ 府５ 県（ 特

別地区及び離島地区に該当する 地域を除く 。 ） 、 茨城・ 栃木・ 群

馬・ 山梨の４ 県（ 首都圏整備法によ る 都市開発区域に限る 。 ） 、 滋

賀・ 和歌山・ 三重の３ 県（ 近畿圏整備法によ る 都市開発区域に限

る 。 ） 、 滋賀・ 岐阜・ 三重の３ 県（ 中部圏開発整備法（ 昭和41年法

律第 102号） によ る 都市整備区域及び都市開発区域に限る 。 ） 、 京

都・ 兵庫の１ 府１ 県（ 特別地区、 離島地区及び豪雪地区に該当する

地域を除く 。 ）  

一 般 地 区 上記以外の地域 

 

 

○その５  日本住宅性能表示基準別表１ の３ －１ 劣化対策等級２ （ 木造住宅の場合は等級

１ ） を適用する も のに係る 主体附帯工事費に乗じ る 係数 

構     造 係     数 

木造及び準耐火構造（ 平屋建、 ２ 階建）  0. 957 

耐火構造（ 平屋建、 ２ 階建） 、 中層耐火構

造（ ３ ～５ 階建） 及び準耐火構造（ ３ 階建

～）  

0. 991 

高層耐火構造（ ６ 階建～）  0. 988 

 

  



○その６  日本住宅性能表示基準別表１ の５ －１ 断熱等性能等級４ を適用する も のに係る

主体附帯工事費に乗じ る 係数 

構     造 係     数 

木造及び準耐火構造（ 平屋建、２ 階建） 並

びに耐火構造（ 平屋建、 ２ 階建）  
0. 970 

中層耐火構造（ ３ ～５ 階建） 及び準耐火構

造（ ３ 階建～）  
0. 941 

高層耐火構造（ ６ 階建～）  0. 942 

 

                                                                                 



別表第２  主体附帯工事費の特例加算限度額  

対象工事費 対 象 要 件 加 算 額 適用し ない住宅 

( 1)  特殊基礎工

事費 

特殊基礎工事を行う 場合 １ 戸当たり  

4, 561, 000円 

 

( 2)  特別規模増

工事費 

障害者世帯向住宅、 高齢者同居向

住宅、 多人数世帯向住宅及び( 3) の

エレ ベータ ーを設ける 中層住宅

で、 構造別ごと の１ 戸当たり 平均

床面積が別表第１ に掲げる １ 戸当

たり 標準床面積を著し く 超える 場

合 

１ 戸当たり  

5, 210, 000円 

サービス 付き 高

齢者向け住宅 

( 3)  エレ ベータ

ー設置工事費 

３ 階建て、 ４ 階建て及び５ 階建て

の中層住宅においてエレベータ ー

を設ける 場合 

１ 件当たり  

39, 487, 000円 

 

( 4)  消防用設備

設置工事費 

法令等において設置が義務付けら

れた消防用設備の設置を行う 場合 

１ 戸当たり  

1, 718, 000円 

 

( 5)  緊急通報シ

ス テム設置工

事費 

緊急通報シス テムを設ける 場合 

①シルバーハウ ジング・ プロ ジ

ェ ク ト 制度に係る も の及び 

②高齢者対策のための住宅又は

障害者世帯向け住宅で、 ①以

外のも の。  

１ 戸当たり  

2, 005, 000円 

１ 戸当たり  

288, 000円 

サービス 付き 高

齢者向け住宅 

( 6)  高齢者等向

け特別設備等

工事費 

高齢者世帯、 高齢者同居世帯又は

障害者世帯のための住宅において

特別の設計を行う 場合又は特別の

設備を設ける 場合（ 手すり の設

置、 滑り にく い階段の処理、 段差

の解消、 コ ンセント の設置（ 便

所） 及び住棟アプロ ーチのス ロ ー

プ化を行う 場合を除く 。 ）  

１ 戸当たり  

3, 946, 000円 

サービス 付き 高

齢者向け住宅 

( 7)  雪害防除工

事費 

多雪寒冷地区（ 特別豪雪地帯を含

む。 ） において、 雪害防除のため

に必要な工事を行う 場合 

１ 戸当たり  

2, 736, 000円 

 

( 8)  特殊屋外附

帯工事費 

特殊屋外附帯工事を行う 場合（ 宅

配ボッ ク ス の設置工事を含む。 ）  

１ 戸当たり  

2, 092, 000円 

 ただし 、 本区分

の加算を受けて合

併処理浄化槽を設

ける 場合にあって

は、  

3, 319, 000円 

都市再生住宅 



( 9)  店舗等併設

工事費 

公共建築物、 店舗等が併設する 場

合 

１ 戸当たり  

2, 177, 000円 

改良住宅、 小規

模改良住宅及び

更新住宅 

( 10) ピロ ティ 等

設置工事費 

ピ ロ ティ 、 屋上遊園等を設ける 場

合 

１ 戸当たり  

2, 005, 000円 

改良住宅、 小規

模改良住宅、 更

新住宅及び都市

再生住宅 

( 11) 試作住宅設

置工事費 

試作住宅の工事を行う 場合 

（ 新建材、 新工法等によ る 住宅の

工事を含む。 ）  

１ 戸当たり  

2, 177, 000円 

改良住宅、 小規

模改良住宅、 更

新住宅及び都市

再生住宅 

( 12) 作業所設置

工事費 

農山漁村向住宅に作業所を設ける

場合 

構造に応じ て次の

表に掲げる １ ㎡当

たり 工事費に作業

所の床面積（ １ 戸

当たり 12㎡を限度

と する ） を乗じ た

額 

特定優良賃貸住

宅、 特定公共賃

貸住宅、 準特定

優良賃貸住宅、

高齢者向け優良

賃貸住宅、 改良

住宅、 小規模改

良住宅、 更新住

宅及び都市再生

住宅 

  

  構 造 別 １ ㎡当たり 工事費  

木造平屋建及び 

準耐火構造平屋建 

202, 000円／㎡ 

木造２ 階建及び 

準耐火構造２ 階建 

215, 000円／㎡ 

低層耐火構造 220, 000円／㎡ 

 

中層準耐火構造 220, 000円／㎡ 

 

中層耐火構造 220, 000円／㎡ 

 

高層耐火構造 252, 000円／㎡ 

 

  

 

( 13) 耐久性向上

工事費 

木造住宅の耐久性向上に係る 次の

基準に適合する 工事を行う 場合又

はこ れと 同等以上の耐久性を有す

る と 認めら れる 工事を行う 場合 

① 構造耐力上主要な部分である

壁、 柱及び横架材の全部又は一

部を木造と する 住宅にあって

は、 すみ柱の小径は12cm角（ 通

１ 戸当たり  

2, 736, 000円 

ただし 、 住宅の

構造別ごと の１ 戸

当たり 平均床面積

が、 別表第１ に掲

げる １ 戸当たり 標

準床面積未満の場

都市再生住宅 



し 柱である すみ柱にあっては、

13. 5cm） 以上である こ と 。  

   構造耐力上主要な部分である

壁、 柱及び横架材の全部又は一

部に枠組壁構造を用いる 住宅に

あっては、 枠組壁工法を用いる

外壁の下地材料は、 厚さ ９ mm以

上の構造用合板である こ と 。  

② 防腐及び防蟻措置に関し て有

効な措置を講じ たも のである こ

と 。  

③ 基礎は、 一体の鉄筋コ ンク リ

ート 造の布基礎と し 、 地面から

その上端ま での高さ は40cm以上

である こ と 。  

④ 外壁の床下部分には、 壁の長

さ ４ ｍ以内ごと に、 有効面積

300c㎡以上の換気孔を設け、 床

下はコ ンク リ ート で覆う こ と 。  

⑤ 小屋裏の壁で屋外に面する も

の又は軒裏には、 換気上有効な

位置に２ 以上の換気孔を設ける

も のと し 、 換気孔の有効面積の

天井面積に対する 割合は、 原則

と し て300分の１ 以上と する こ

と 。  

⑥ 住宅の床下及び小屋裏は、 点

検が容易に行える よ う 点検口及

び点検ス ペース が設けら れたも

のである こ と 。  

合は、 2, 736, 000

円に、 その１ 戸当

たり 平均床面積に

44㎡を加えたも の

を１ 戸当たり 標準

床面積に44㎡を加

えたも ので除し た

数値を乗じ て得た

額 

( 14) ス ラ イ ド 条

項等適用工事

費 

過年度に交付決定を受け、 本年度

以降に歳出分が残っている 国庫債

務負担行為を行った事業又は施行

期間が複数年度にまたがり 各年度

において公営住宅法附則第５ 項に

よ り 無利子貸付金の貸付を受ける

事業で、 契約後12箇月以上経過し

た時点で賃金又は物価の変動のた

め工事請負契約を更改する こ と に

よ り 工事請負契約額を増額し た場

合 

１ 戸当たり  

3, 946, 000円 

都市再生住宅 



( 15) 再生可能エ

ネルギー設備

工事費 

再生可能エネルギーに係る 設備を

設置する 場合 

①太陽光発電設備を設置する 場

合 

 

 

②蓄電池設備を設置する 場合 

 

③太陽熱温水器を設置する 場合 

 

 

１ kW当たり

763, 400円に、 1棟

当たり 20, 992, 000

円を加算し た額 

１ kWh当たり  

376, 900円 

有効集熱面積１ ㎡

当たり  

350, 000円 

 

( 16) 交流ス ペー

ス 設置工事費 

交流ス ペース を設置する 場合 １ 戸当たり  

2, 332, 000円 

 

( 17) 離島対応工

事費 

離島（ 新営予算単価（ 令和５ 年５

月22日国営計第47号） 第１ の２ に

おいて離島工事費指数が定めら れ

ている 離島に限る 。 ） において工

事を行う 場合 

１ 戸当たり  

当該工事に係る

住宅を地域の区分

が６ 地域である 特

別地区において建

設する 場合の別表

第１ に掲げる １ 戸

当たり の主体附帯

工事費（ 当該工事

において、 第２ の

２ （ ４ ） の規定に

よ り 主体附帯工事

費を増額する 場合

にあっては、 こ の

表の該当する 対象

工事費（ （ 1） か

ら （ 16） ま でに掲

げる も のに限

る 。 ） の加算額の

合計を加えた額。

以下こ の表におい

て「 主体附帯工事

費」 と いう 。 ） に

当該工事を行う 地

域に応じ て、 新営

予算単価第１ の２

に定めら れる 離島

工事費指数を乗じ

 



て得た額から 、 当

該工事の別表第１

に掲げる １ 戸当た

り の主体附帯工事

費を減じ た額。 た

だし 、 当該算出額

が負数と なる 場合

は、 ０ 円と する 。  

( 18) その他特別

工事費 

その他特別の事情がある 場合 １ 戸当たり  

3, 946, 000円 

 

 



別表第３  開発充当率 

( 1)  開発充当率 

取  得  の  条  件 開  発  充  当  率 

１  国有財産特別措置法（ 昭和27年法律

第219号） 第６ 条の２ の適用を受けて取

得する 場合 

1. 00 

２   １ ㎡当たり  6, 000円以下の価格で取

得する 場合 
1. 00 

３  その他の場合 改良住宅の容積率が

( 2) の基準容積率以上

の場合 

1. 00 

改良住宅の容積率 

（ Ａ ％） が( 2) の基準

容積率（ Ａ ０  ％） 未

満の場合 

1. 00 － 0. 01×ａ  

ａ ＝Ａ ０  －Ａ  

 ただし 、 ａ は整数と なる よ う 小数点以下を

切り 捨てる も のと する 。  

 

( 2)  基準容積率 

 

地区の区分 

 

構造 

特     別 

離    島 

都     市 

一   般 
特     別 

豪    雪 

木造（ 平屋）  

低層準耐火構造（ 平屋）  

低層耐火構造（ 平屋）  

％ 

20 

％ 

20 

％ 

20 

木造（ ２ 階)  

低層準耐火構造（ ２ 階）  

低層耐火構造（ ２ 階）  

35 35 30 

中層準耐火構造（ ３ 階）  

中層耐火構造（ ３ 階）  
55 55 55 

中層耐火構造（ ４ ・ ５ 階）  75 70 65 

高層耐火構造 114 106 99 

（ 注） 地区の区分は、 別表第１ （ その４ ） によ る 地区の区分である 。  



別表第４  用地取得費の地域区分 

○その１ （ 大都市－Ⅰ）  

 

都道府県 市町名 

埼玉県 さ いたま 市、 川越市、 川口市、 所沢市、 飯能市、 春日部市、 狭山市、 上尾

市、 草加市、 越谷市、 蕨市、 戸田市、 入間市、 朝霞市、 志木市、 和光市、 新

座市、 桶川市、 北本市、 八潮市、 富士見市、 三郷市、 蓮田市、 坂戸市、 鶴ヶ

島市、 吉川市、 ふじ み野市、 三芳町 

千葉県 千葉市、 市川市、 船橋市、 松戸市、 佐倉市、 習志野市、 柏市、 流山市、 八千

代市、 我孫子市、 鎌ヶ 谷市、 浦安市、 四街道市、 白井市 

東京都 東京都区部、 八王子市、 立川市、 武蔵野市、 三鷹市、 青梅市、 府中市、 昭島

市、 調布市、 町田市、 小金井市、 小平市、 日野市、 東村山市、 国分寺市、 国

立市、 福生市、 狛江市、 東大和市、 清瀬市、 東久留米市、 武蔵村山市、 多摩

市、 稲城市、 羽村市、 西東京市 

神奈川県 横浜市、 川崎市、 相模原市、 横須賀市、 平塚市、 鎌倉市、 藤沢市、 茅ヶ 崎

市、 逗子市、 厚木市、 大和市、 伊勢原市、 海老名市、 座間市、 綾瀬市、 葉山

町、 大磯町 

静岡県 静岡市 

愛知県 名古屋市、 長久手市 

滋賀県 大津市 

京都府 

 

京都市、 宇治市､亀岡市、 城陽市、 向日市、 長岡京市、 八幡市、 京田辺市、

木津川市、 大山崎町、 精華町 

大阪府 大阪市、 堺市、 岸和田市、 豊中市、 池田市、 吹田市、 泉大津市、 高槻市、 貝

塚市、 守口市、 枚方市、 茨木市、 八尾市、 泉佐野市、 富田林市、 寝屋川市、

松原市、 大東市、 和泉市、 箕面市、 柏原市、 羽曳野市、 門真市、 摂津市、 高

石市、 藤井寺市、 東大阪市、 泉南市、 四條畷市、 交野市、 大阪狭山市 

兵庫県 神戸市、 尼崎市、 明石市、 西宮市、 芦屋市、 伊丹市、 宝塚市､川西市、 三田

市 

奈良県 奈良市、 生駒市 

広島県 広島市、 府中町 

沖縄県 那覇市 



○その２ （ 大都市－Ⅱ）  

都道府県 市町名 

北海道 札幌市 

宮城県 仙台市 

茨城県 取手市、 牛久市 

栃木県 宇都宮市 

群馬県 前橋市、 高崎市 

埼玉県 熊谷市、 行田市、 加須市、 本庄市、 東松山市、 鴻巣市、 深谷市、 久喜市、 幸

手市、 日高市、 伊奈町、 毛呂山町、 越生町、 滑川町、 嵐山町、 宮代町、 白岡

市、 杉戸町 

千葉県 木更津市、 野田市、 茂原市、 成田市、 東金市、 勝浦市、 市原市、 君津市、 袖

ヶ 浦市、 印西市、 富里市、 酒々井町、 大網白里市 

東京都 あき る 野市、 瑞穂町、 日の出町 

神奈川県 小田原市、 三浦市、 秦野市、 南足柄市、 寒川町、 二宮町、 松田町、 開成町、

愛川町 

新潟県 新潟市 

石川県 金沢市、 輪島市 

福井県 福井市 

山梨県 甲府市、 大月市 

長野県 軽井沢町 

岐阜県 岐南町 

静岡県 浜松市、 沼津市、 熱海市、 三島市、 伊東市、 富士市、 御殿場市、 裾野市、 函

南町、 清水町、 長泉町 

愛知県 豊橋市、 岡崎市、 一宮市、 瀬戸市、 春日井市、 津島市、 碧南市、 刈谷市、 豊

田市、 安城市、 蒲郡市、 犬山市、 江南市、 小牧市、 稲沢市、 東海市、 大府

市、 知立市、 尾張旭市、 岩倉市、 豊明市、 日進市、 清須市、 北名古屋市、 あ

ま 市、 東郷町、 扶桑町、 大治町、 蟹江町、 南知多町 

滋賀県 草津市、 守山市、 栗東市、 野洲市 

京都府 南丹市、 久御山町 

大阪府 河内長野市、 阪南市、 島本町、 忠岡町、 熊取町、 田尻町、 岬町 

兵庫県 姫路市、 洲本市、 加古川市、 高砂市、 淡路市、 たつの市、 播磨町 

奈良県 大和高田市、 大和郡山市、 天理市、 橿原市、 桜井市、 御所市、 香芝市、 平群

町、 三郷町、 田原本町、 上牧町、 王寺町、 広陵町、 河合町 

和歌山県 和歌山市、 海南市、 橋本市 

岡山県 岡山市 

広島県 呉市、 廿日市市、 海田町 

山口県 周南市 

徳島県 徳島市 

香川県 高松市 

愛媛県 松山市 

高知県 高知市、 須崎市 

福岡県 北九州市、 福岡市、 大野城市 

沖縄県 宜野湾市、 浦添市、 沖縄市、 与那原町 



別表第５  その他の土地整備費の限度額 

費 用 の 種 類 限  度  額 

( 1)  道路整備費 整備に要する 額 

( 2)  下排水工事費 

( 3)  児童遊園整備費 

( 4)  緑地整備費 

( 5)  地区施設等用地取得造成費 

( 6)  店舗、 作業場設置工事費 整備に要する 額 

ただし 、 構造の別に応じ て次の表に定める １

㎡当たり 工事費に店舗、 作業所又は管理事務

所の床面積を乗じ た額を限度と する 。  

 構 造 別 １ ㎡当たり 工事費  

( 7)  管理事務所設置工事費 木造平屋建及び準

耐火構造平屋建 

202, 000円／㎡ 

木造２ 階建及び準

耐火構造２ 階建 

215, 000円／㎡ 

低層耐火構造 220, 000円／㎡ 

 

中層準耐火構造 220, 000円／㎡ 

 

中層耐火構造 220, 000円／㎡ 

 

高層耐火構造 252, 000円／㎡ 

 

 

( 8)  集会所設置工事費 整備に要する 額 

ただし 、 39, 335, 000円／件を限度と する 。  

( 9)  子育て支援施設の設置工事費 整備に要する 額 

ただし 、 39, 335, 000円／件を限度と する 。  

( 10)  高齢者生活相談所設置工事費 

   ( シルバーハウ ジング・ プロ ジェ ク ト 制

度によ り 設けら れる も のに限る 。 )  

整備に要する 額 

ただし 、 39, 335, 000円／件を限度と する 。  

( 11)  物置の設置工事費 整備に要する 額 

ただし 、 613, 000円／件を限度と する 。  

( 12)  施設併存構造費及びピロ ティ 建設工

事費 

整備に要する 額 

ただし 、 中層耐火構造106, 000円／㎡、 高層耐

火構造118, 000円／㎡ を限度と する 。  

( 13)  立体的遊歩道及び人工地盤建設工事

費 

整備に要する 額 

ただし 、 237, 000円／㎡を限度と する 。  

( 14) 再生可能エネルギー設備工事費 整備に要する 額 

ただし 、 設置する 設備に応じ て次に定める 額

を限度と する 。  



①太陽光発電設備を設置する 場合 

763, 400円／kWに、 1棟当たり 20, 992, 000円

を加算し た額 

②蓄電池設備を設置する 場合 

376, 900円／kWh 

③太陽熱温水器を設置する 場合 

有効集熱面積１ ㎡当たり 350, 000円 

( 15) 交流ス ペース 設置工事費 整備に要する 額 

ただし 、 39, 335, 000円／件を限度と する 。  

( 16) 防災関連施設整備費 整備に要する 額 

( 17)  水害危険集落地区内における 宅地の

整備に要する 費用 

整備に要する 額 

( 18)  測量・ 調査・ 設計費 測量等に要する 額 

( 19)  工場等の移転補償費 移転補償に要する 額 

( 20)  その他国土交通大臣が必要と 認める

費用 

必要と 認める 額 

 

附 則 

第１ 条 こ の要綱は、 令和６ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

第２ 条 こ の要綱は、 福島再生賃貸住宅（ 福島再生加速化交付金（ 帰還環境整備） 交付要綱

（ 国土交通省）（ 平成 26 年２ 月 28 日付け国官会第 2906 号通知） 附属編第５ の１ ． １ －１

に規定する 「 福島再生賃貸住宅」 をいう 。） 及び子育て定住支援賃貸住宅（ 福島再生加速

化交付金（ 福島定住等緊急支援） 交付要綱（ 国土交通省）（ 平成 26 年２ 月 28 日付け国官

会第 2911 号通知） 附属編第２ の１ ． １ －１ に規定する 「 子育て定住支援賃貸住宅」 又は

同交付要綱附則第２ 項の規定によ り 廃止さ れる 前の福島定住等緊急支援交付金交付要綱

（ 国土交通省）（ 平成 25 年４ 月 15 日付け国官会第 3678 号通知） 附属編第２ の１ ． １ －１

に規定さ れ、 当該要綱に基づき 整備さ れる 「 子育て定住支援賃貸住宅」 をいう 。） につい

ても 適用する 。 こ の場合において、 第１ の表に以下のよ う に加える 。  

 

住宅等の種類 標準建設費等の種類 工事費等 

福島再生賃貸住宅（ 福島再生

加速化交付金（ 帰還環境整備）

交付要綱（ 国土交通省）（ 平成

26 年２ 月 28 日付け国官会第

2906 号通知） 附属編第５ の

１ ． １ －１ に規定する 「 福島

再生賃貸住宅」 をいう 。）  

地域優良賃貸住宅整備事業

等補助要領（ 平成 19 年３ 月

28 日付け国住備第 162 号）

第４ 条第５ 項に規定する 標

準工事費 

第２ 、 第３ 及び第

４ によ り 算出し た

主体附帯工事費、

共同施設工事費及

び特定工事費の合

計額 

子育て定住支援賃貸住宅（ 福

島再生加速化交付金（ 福島定

住等緊急支援） 交付要綱（ 国

土交通省）（ 平成 26 年２ 月 28

日付け国官会第 2911 号通知）

地域優良賃貸住宅整備事業

等補助要領（ 平成 19 年３ 月

28 日付け国住備第 162 号）

第４ 条第５ 項に規定する 標

準工事費 

第２ 、 第３ 及び第

４ によ り 算出し た

主体附帯工事費、

共同施設工事費及

び特定工事費の合



附属編第２ の１ ． １ －１ に規

定する 「 子育て定住支援賃貸

住宅」 又は同交付要綱附則第

２ 項の規定によ り 廃止さ れる

前の福島定住等緊急支援交付

金交付要綱（ 国土交通省）（ 平

成 25 年４ 月 15 日付け国官会

第 3678 号通知）附属編第２ の

１ ． １ －１ に規定さ れ、 当該

要綱に基づき 整備さ れる 「 子

育て定住支援賃貸住宅」 をい

う 。）  

計額 

 

第３ 条 本通知において対象と する 事業のう ち、岩手県、宮城県及び福島県の区域内におい

て実施する 事業に関し ては、 第２ の２ ( 4) 中「 別表第２ の「 対象要件」 欄に掲げる 場合に

該当する 場合（ 同表の「 適用し ない住宅」 欄に掲げる 住宅に係る 場合を除く 。） において、

国土交通大臣が必要と 認める と き は、主体附帯工事費は、１ 及び２ ( 1) から ( 3) までの規定

によ り 算出し た額に同表の「 対象工事費」 欄に掲げる 工事費と し て同表の「 加算額」 欄に

定める 額以内で国土交通大臣の決定し た額を加算し た額と する 。」 と ある のは、「 国土交通

大臣が必要と 認める と き は、主体附帯工事費は、１ 及び２ ( 1) から ( 3) ま での規定によ り 算

出し た額に、 次に掲げる 額を加算し た額と する 。  

イ  １ 及び２ ( 1) から ( 3) ま での規定によ り 算出し た額に 0. 22 を乗じ た額以内で国土交通

大臣の決定し た額 

ロ   別表第２ の「 対象要件」 欄に掲げる 場合に該当する 場合（ 同表の「 適用し ない住宅」

欄に掲げる 住宅に係る 場合を除く 。） においては、 同表の「 対象工事費」 欄に掲げる 工

事費と し て同表の「 加算額」 欄に定める 額以内で国土交通大臣の決定し た額」 と する 。  

２  本通知において対象と する 事業のう ち、岩手県、宮城県及び福島県の区域内において実

施する 事業に関し ては、 別表第２ 中、 ( 18) その他特別工事費の「 対象要件」 欄について、

「 その他特別の事情がある 場合」 と ある のは、「 ① 地域特有の事情等によ り 、 性能の向

上又は工期の短縮等を図る ために特別の工事を実施する 場合 ② その他特別の事情が

ある 場合」 と し 、「 加算額」 欄について、「 １ 戸当たり  3, 946, 000 円」 と ある のは、「 ① 

１ 戸当たり  3, 946, 000 円 ② １ 戸当たり  3, 946, 000 円（ 地域特有の事情等によ り 、特

殊な条件下で工事を実施する 必要があり 、やむを得ない場合においては、国土交通大臣が

別に決定し た額）」 と する 。  

 

第４ 条 令和２ 年４ 月１ 日ま でに、 現に住宅等の設計に着手し ている 場合その他特別の事

情がある 場合には、第２ の主体附帯工事費は、国土交通大臣が別に定める 主体附帯工事費

の算出方法によ り 算出する こ と ができ る 。  

 

附 則 



第１ 条 こ の要綱は、 令和６ 年 12 月 17 日から 施行する 。  

第２ 条 本通知において対象と する 事業のう ち、令和６ 年能登半島地震の被災地（ 令和６ 年

能登半島地震に際し 災害救助法（ 昭和 22 年法律第 118 号） が適用さ れた市町村の区域を

いう 。） において実施する 事業であって、 低層住宅（ 地上階数２ 以下の住宅をいう 。） に係

る も のに関し ては、 第２ の２ ( 4) の規定にかかわら ず、 国土交通大臣が必要と 認める と き

は、 主体附帯工事費は、 １ 及び２ ( 1) から ( 3) ま での規定によ り 算出し た額に、 次に掲げる

額を加算し た額と する 。  

イ  １ 及び２ ( 1) から ( 3) ま での規定によ り 算出し た額に 0. 070 を乗じ た額以内で国土交

通大臣の決定し た額 

ロ   別表第２ の「 対象要件」 欄に掲げる 場合に該当する 場合（ 同表の「 適用し ない住宅」

欄に掲げる 住宅に係る 場合を除く 。） においては、 同表の「 対象工事費」 欄に掲げる 工

事費と し て同表の「 加算額」 欄に定める 額に 1. 070 を乗じ た額以内で国土交通大臣の決

定し た額 

 


